
事業計画書
株式会社 アルサ

スマート農業推進フォーラム2022
In 東北

『ドローンによる空中散布防除について』

株式会社アルサ



会 社 名
代 表 者
所 在 地

資 本 金
設 立
従業 員数

会社概要

株式会社 ＡＲＳＡ（アルサ）
鹿又 将征
〒963-0026
福島県郡山市並木5丁目15-6
500万円
平成25年11月28日
6名
JUAVISドローンワールド インストラクター（6名）
ＤＪＩ 農業用ドローンインストラクター （2名）

農業用ドローン整備士 （2名）
NTT e-drone インストラクター （2名）

整備士 （2名）
農薬使用適正アドバイザー （3名）

■加盟団体■
・日本大学工学部工学研究所 ロハスのドローンプロジェクト
・ふくしまインフラ長寿命化研究会
・一般社団法人 日本産業支援協議会（ＪＵＡＶＩＳ）

■連携団体・取引企業■
・日本大学工学部 ・全農福島 ・JA福島さくら ・JA夢みなみ
・ALSOK福島（株） ・DJI ・㈱World Link＆Company ・ＤＪＩ
・ヰセキ東北 ・郡山自動車学校 ・本宮自動車学校
・ふたば自動車学校 ・須賀川広域消防組合

Tel : 024-953-7255 Fax : 024-953-7256 Mail : info@arsa.co.jp HP : www.arsa.co.jp 

mailto:info@arsa.co.jp


ドローン事業概要

ドローンスクール 農薬散布

調査業務

・国土交通省認定講習管理団体
JUAVISUドローンワールド本部運営・管理

・県内全域の病害虫防除、除草剤散布請負業務
・可変施肥散布請負業務

・農薬散布実務講習運営
受講企業との請負防除受委託契約

・農業用ドローン指定教習所、整備事業所運営
取扱いメーカー（ＤＪＩ、ＮＴＴ e-DRONE Technology)

調査業務
・橋梁点検 ・外壁調査

・太陽光パネル点検 ・鳥獣害調査

空撮
・TV、CM、HP、記念写真素材撮影

・オルソモザイク作成 ・3Dモデル作成

機体販売
・小学生向けドローン教室 ・県立高校ドローン講義

・物資輸送 ・流氷調査

講義・実証

平成30年 8月
■白河市小峰城跡空撮

観光PR動画

・空撮、点検調査用ドローン販売
DJI代理店

・農業用ドローン販売
DJI代理店 ＮＴＴ e-DRONE Technology



スマート農業の推進

ドローンを活用したスマート農業推進

スマート農業とは
「ロボット技術やＩＣＴ等の先端技術を活用し、超省力化や高品質生産等を可能にする農業」

農林水産省によるスマート農業の定義

①超省力・大規模生産を実現
トラクター等の農業機械の自動走行の実現により、規模限界を突破

②作物の能力を最大限に発揮
センシング技術や過去のデータを活用したきめ細やかな栽培（精密農業）により、従来にない多収・高品質生産を実現

③きつい作業、危険な作業から解放
収穫物の積み下ろし等重労働をアシストスーツにより軽労化、負担の大きな畦畔等の除草作業を自動可

④誰もが取り組みやすい農業を実現
農機の運転アシスト装置、栽培ノウハウのデータ化等により、経験の少ない労働力でも対処可能な環境を実現

⑤消費者・実需者に安心と信頼を提供
生産情報のクラウドシステムによる提供等により、産地と消費者・実需者を直結

※1

ＩＣＴ：「情報伝達技術」 情報・知識の共有に焦点を当て、「人と人」「人とモノ」の情報伝達といった「コミュニケーション」がより強調されている。
Information  and Communication Technology 活用事例：〈顧客対応の強化〉 ＷＥＢサイトでの商品受発注 〈情報共有、社内コミュニケーションの強化〉 携帯端末からのメールでの営業報告等

※1



病害虫防除の必要性

農業分野の超省力化時代へ
ードローンによる農薬散布の事業化ー

日本国内は高温多湿な気象条件の為、病害虫が発生しやすいという環境があります。
そのため、食料の安定的な生産のためには、病害虫の防除は欠かせない作業となっております。

しかし、防除作業は重労働となっており、近年の農業従事者の減少、高齢化に伴い、利便性の高い無人ヘリコプターやドローンなど無人航空機
での農薬散布に需要が高まっています。

無人ヘリやドローンなどによる空中防除は、主に水稲、畑作、果樹、森林等の病害中防除に使われるほか、施肥、調査、精密農業などにも
利用されています。

空中防除による何よりのメリットは広いエリアに一気に防除を行うことができるため、労働力の軽減、防除のコスト削減をできる点があげられます。

深刻なカメムシ被害

『落等の原因』

基幹的農業従事者
（主に農業を仕事をしている人）

高齢化の背景として

『後継者不足』
『農業による収入が見込めない』
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平成27年 平成 28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

基幹的農業従事者 推移

基幹的農業従事者 65歳以上 平均年齢

基幹的農業従事者数（2022年）

130.2万人

69％

31％



作業比較

機 体 写 真

左：産業用ヘリ

右： ド ロ ー ン

対 象 平野部の広大な農場
小規模農地、中規模農地

中山間地、狭小地

散 布 効 率 1haあたり約6分 1haあたり約10分

積 載 量 20ℓ～32ℓ 5ℓ～30ℓ

機 体 金 額 約1,000万円 約200万円～（バッテリー等込）

認定取得期間 約2週間 5日間

運 搬 人 数 3～4人(60kg～70ｋｇ） 1～2人

離 発 着 地 点 ある程度のスペース必要 2ｍ×2ｍ程度でＯＫ

操 作 性 熟練した技術が必要 ヘリよりも比較的容易

飛 行 騒 音 大 小

空中散布と地上散布作業時間比較

※1

産業用無人ヘリとドローン比較

※1

準備、移動、散布作業完了迄
地上散布（動力噴霧器） → 約120分
空中散布（ヘリ・ドローン） → 約20分

作業効率約6倍
UP

※出典（一社）全国農業改良普及協議会



ドローンの活用で防除作業の課題を解決

☑ 作業の省力化とそれに伴う生産性の向上

ドローンは機種にもよりますが、平均的に時速 で幅 ｍほどの散布ができるため、 のほ場であればわずか 分程度で散布が
完了します。その結果、人力での作業に比較し作業時間が大幅に短縮され、その分、生産性が向上が見込めます。

☑ 高い薬剤効果が得られる

作物上 ｍ程度での低空飛行により作物に近づき根元・葉裏まで散布が可能なこと、さらには高位置から均一に散布したり、
ピンポイントで集中的に散布したりと、機械による効率性と手作業の細やかさを兼ね備えていることが挙げられます。

☑ 騒音被害の低減

基本的にはバッテリーで稼働しているため、エンジンに比べ音が静かな為、住宅地の近くでも作業を行いやすい。

☑ 無人ヘリコプターでは難しかった中山間地や狭小地に適応可能に

無人ヘリコプターの場合、ほ場が狭かったり点々としている現場では効率性が上がらず空中散布を実施するのは困難であったが、
ドローンの場合、コンパクトで軽量でかつ、小回りが利くため、中山間地の ほどの小さなほ場でも使うことが可能になります。
又、人が圃場に入らなくてよいため降雨後のぬかるんだ圃場でも防除が可能。



農薬散布用ドローン運用方法

リモートID：無人航空機の識別情報を電波で発信する機器。製造番号、登録記号、位置、速度、高度等の情報が含まれる。※1

① 農薬散布用ドローンスクール受講

② 機体導入

③ 機体登録

⑤ 定期点検

④ 各種申請・作業

メーカーのよって教習施設が異なる為、導入予定のメーカー指定教習施設を受講し、ライセンスカード
を取得する必要があります。
一般的には初心者の方で5日間、ドローンの飛行経験者で4日間となっています。

導入できる条件としてメーカーにより異なりますが、教習施設での座学、実技試験合格後に機体の購
入が可能となります。

防除時期等の機材トラブル等を想定し、初期導入コストも重要ですが近隣の販売店でのご購入をご検
討下さい。

100ｇ以上のドローンは2022年6月から国土交通省への機体の登録とリモートＩＤ機器の搭載が義務化

されました。機体導入後は販売店に確認し機体の登録手続きを確認し機体の登録を行うようにしてくだ
さい。

病害虫防除においては、各都道府県の空中散布ガイドラインをご確認頂き、自治体、養蜂家への事前
周知を行った上で防除作業を実施して下さい。
飛行前は、FISS(飛行情報共有システム)の登録も必要になりますのでこちらも忘れずに登録を行ってく
ださい。

※1

原則、年1回の定期点検を行う必要があります。
必ず、メーカー指定の整備事業所にて定期点検を行うようにしてください。



請負防除受作業申請フロー

養蜂家

発注

発注者
（JA、営農者、米穀店等）

実施主体（防除事業者）
（見積、散布圃場確認、書類作成、散布）

①農薬空中散布計画書及び散布圃場地図を作成
→管轄の自治体及び農林事務所へ提出
②蜜蜂の飼育情報提供申請書を作成

→農林事務所からリストをもらい各養蜂家へ周知

※提出期間：散布実施日3週間迄
※計画書についてはドローンでの散布の場合完了報告が不要

但し、養蜂家には完了報告が必要

市町村
見積

①提出

農林事務所

①②提出

情報提供

実施日周知

農薬散布実施
①当日：ドローン情報基盤システム（FISS）登録

②散布完了後：養蜂家へ完了報告

巣箱移動等の調整

養蜂家リスト提供

圃場確認
面積、周辺状況等

電子Mail提出可

郵送又はFAX



請負作業状況

項目 内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

空中散布

除草剤散布

肥料散布

病害虫防除

防除調整

防除案内

各種申請

散布

集計・精算

委託者（実施主体） 発注面積 / 550町 作業内容 作業日数

農業協同組合（JA） 250町（25地区） カメムシ 10日

農業協同組合（JA） 170町（5地区） カメムシ・イモチ病 7日

農業法人 30町（1地区） カメムシ 1日

農業法人 30町（1地区） カメムシ 2日

農業資材店 40町（1地区） カメムシ 2日

個人（数件取りまとめ） 20町（1地区） カメムシ 4日

防除事業者 10町（1地区） カメムシ 1日

2022年受託状況

散布チーム 散布面積 作業日数

アルサ 210町 15日

アルサ 225町 15日

提携事業者 + アルサ補助1人 40町 3.5日

提携事業者 + アルサ補助1人 30町 2日

提携事業者 + アルサ補助1人 40町 2.5日

提携事業者 + アルサ補助1人 5町 0.5日



作業役割

項目 内容

実施主体

・防除案内 ・とりまとめ

・申請書類提出 ・養蜂家周知

・地図作成

・散布同行

・各所への作業完了報告

・作業代金回収

アルサ

・散布チーム育成

・地図作成 ・防除日調整 ・散布チーム配置

・実散布 ・委託業者の補助者同行



農薬散布実散布研修会の開催

株式会社 アルサ

病害虫防除

農薬散布実務研修会

JA農業協同組合

空中散布事業者

米穀店

営農者（農作業従事者）
営農組合

受講

再委託

防除とりまとめ防除委託

臨時雇用

事業概要 連携先

ドローンを活用した防除の課題を解消する為、弊社で実施している研修会の受講者様業務委託を行い共同防除の取り組みを実施

課題①：農業用ドローン導入者の方の年間維持コスト捻出
課題②：年々増加する防除面積への対応

課題③：経験不足により作業効率が上がらない、どうしていいか分からないという不安の解消



農薬散布用ドローン紹介（DJI：AGRAS T10.30 NTT e-Drone:AC101)

1
3



農薬散布用ドローン運用概算費用

項目 単価 備考

機体導入費用
（AC101）

￥3,000,000

スクール受講料
機体

液剤・粒剤散布装置
バッテリー×1
充電器

備品一式 ￥300,000
ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ
発電機
風速計

動産保険 ￥170,000 機体保険（1年間）

諸費用 ￥100,000 セットアップ等

合 計 ￥3,570,000 導入費用一式

項目 単価 備考

機体導入費用
（T10）

￥1,900,000

スクール受講料
機体

液剤・粒剤散布装置
バッテリー×1
充電器

備品一式 ￥300,000
ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ
発電機
風速計

動産保険 ￥170,000 機体保険（1年間）

諸費用 ￥100,000 セットアップ等

合 計 ￥2,470,000 導入費用一式

項目 単価 備考

定期点検 ￥150,000～
・実施証明書発行（書面発行）・賠責保険更新（書面発行）
・基本清掃及びテストフライト・破損及び披露部品の点検

・FWアップデート等

動産保険 ￥170,000 ・機体保険（1年間）※概算

■維持費用■ ※整備内容により価格変動

■T10導入費用概算■ ※消耗品の数量により価格変動■AC101導入費用概算■ ※消耗品の数量により価格変動

（機体+散布装置）



事業計画書
株式会社 アルサ

スマート農業推進フォーラム2022
In 東北

株式会社アルサは提携事業者様を募集
しております。

ドローン事業にご興味がございましたら
お気軽にご連絡頂けますと幸いです。

ご清聴ありがとうございました。


